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１ パラグアイの概況
○面積 ：４０万６，７５２㎢（日本の約１．１倍）
○人口 ：約７４５万人（統計局2022年暫定）
○主要産業 ：農牧業（大豆および牛肉）、製造業（自動車部品など）
ＧＤＰ構成比 ：農業6.0％、牧畜業 2.9％、

製造業19.7％
商業11.7％，その他サービス15.5％）

２ 主要経済指数
○ＧＤＰ：約３８６億３,０００万米ドル
○経済成長率：４．１％
○一人あたりＧＮＩ：５，１８０米ドル （2020年 世銀）
○失業率：８．５％（統計局2022年第1四半期暫定）
○インフレ率：４．８％（2021年 年間上昇率）

３ 貿易統計
○貿易額 輸出：１０５．５億米ドル 輸入：１２５．２億米ドル

○主要品目 輸出：大豆（大豆粉、大豆油含む）、電力、牛肉
輸入：機械及び機械部品、中間財、燃料、自動車

○主要貿易相手国（2021年、パラグアイ財務省）
輸出：ブラジル、アルゼンチン、チリ、ロシア、米国
輸入：中国、ブラジル、アルゼンチン、米国、インド

【対日貿易】（2021年、日本財務省貿易統計）
○貿易額 ： 輸出：６６．４億円 輸入：９６．１億円
○主要品目： 輸出：飼料（植物性油かす）、ごま（採油用）

輸入：輸送用機器、電気機器、ゴム製品

パラグアイ経済概要
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マクロ経済の安定性

インフレ率は5％以下で安定
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※アルゼンチンは測定不能表示
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マクロ経済の安定性

変動の少ない為替相場（対米ドル）

1944年の発行以来、通貨グアラニーは
デノミを実施していない
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パラグアイ中銀
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マクロ経済の安定性

十分な外貨準備高の確保
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マクロ経済の安定性

GDPに占める公的債務の割合
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: パラグアイは良好な成長率を持続

マクロ経済の安定性

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
2012-2021

平均

パラグアイ -0.7 8.3 5.3 3.0 4.3 4.8 3.2 -0.4 -0.8 4.1 3.1

アルゼンチン -1.0 2.4 -2.5 2.7 -2.1 2.8 -2.6 -2.0 -9.9 10.3 -0.2

ブラジル 1.9 3.0 0.5 -3.5 -3.3 1.3 1.8 1.2 -3.9 4.6 0.4

ウルグアイ 3.5 4.6 3.2 0.4 1.7 1.6 0.5 0.4 -6.1 4.3 1.4

チリ 6.1 3.3 1.8 2.2 1.8 1.4 4.0 0.8 -6.0 11.7 2.7

ペルー 6.1 5.9 2.4 3.3 4.0 2.5 4.0 2.2 -11.0 13.3 3.3

コロンビア 3.9 5.1 4.5 3.0 2.1 1.4 2.6 3.2 -7.0 10.7 2.4

10年間の経済成長率(%)比較

※2012年、2019年のパラグアイのマイナス成長は干ばつの影響、2020年はコロナ禍の影響によるもの

【CEPALデータ】※黄色部分は周辺諸国内でその年最も高い数値
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パラグアイ経済への期待
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信用格付評価
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S&P
(2022年5月)

BB/B Stable

Moody’s
(2022年7月)

Ba1 Positive



政治の安定

1993年の民政移管後、民主的選挙によって選ばれた中道右派政権が任期を満了

唯一例外の左派ルゴ大統領も非ポピュリスト。弾劾（2012年6月）は法に則って実施
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元首：マリオ・アブド・ベニテス大統領
（2018年8月就任。任期は2023年8月まで）

南米唯一の台湾承認国 民主主義等の基本的価値の共有
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社会情勢の安定

大統領府 犯罪件数比較【10万人あたりの件数】
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他国と比べて労働組合が
組織化されていないため
ストライキや賃上交渉等の

発生が
ほとんどない



アスンシオン市近郊のゴルフリゾート

アスンシオン市内のスーパーマーケット

生活の利便性

アスンシオン市内のカフェ･レストラン
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直接投資
・製造業（自動車部品）

2019年：外交樹立100周年

日パ関係の変遷

経済開発協力
・有償資金協力（１９５９年～）
・無償資金協力（１９７７年～）
・技術協力（１９７９年～）

優れた日系社会の存在
・農業分野（大豆、養鶏（卵）等）を中心にパラグアイの発展に貢献
・経済、医療、行政における日系人の活躍
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日パ関係：日系社会のきずな

家庭用キンチョ
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日パ関係：経済協力

「パラグアイ・ 日本・人造りセンター」
オペラ劇場・会議場・体育館を備えた総合的市民公会堂

（1988年完成）

日本は1959年から医療・職業訓練・農業技術開発など様々な分野で有償資金協力、無償資金協力、技術協力プロジェクトを実施。

二国間援助では1976年以降、日本が最大の援助国

※2004年、2011年、2014年を除く

※
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日パ関係：日本企業の貢献

フジクラ (Fujikura 
Automotive 
Paraguay S.A.)

※カッコ内は当地社名
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ワイヤーハーネス３社とも
従業員は女性が7割

住友電装
(Sumidenso
Paraguay S.R.L.)

矢崎総業
(YAZAKI 
Paraguay S.R.L.)

2011年～

2015年～

2014年～



Invest in Paraguay
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Claver-Carone IDB総裁

2022年9月8、９日

商工省・IDB共催投資フォーラム
今こそパラグアイを地域および世界経済
の中心に据えるべきと確信

自分ならパラグアイに投資する

約27か国から2,000人以上の
企業・政府関係者等が来場

投資総額
推定80億5百万ドル以上



パラグアイの投資優位性

租税 パラグアイ アルゼンチン ウルグアイ ブラジル

法人所得税(*) ≤10% 35% 25% 34%

個人所得税 10% 35% 25% 27.5%

付加価値税 ≤10% 21% 23% 25%

出典：財務省のHP資料を基に作成

インセンティブ(租税・税制優遇策：法律第60号/90号)

（*）海外にて配分される場合は,27.5%を上回る可能性有

＋シングルウィンドウでの輸出入＆起業手続き
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収益: 配当金の支払い及び利益の
海外送金に係る税

(US$ 5百万以上の投資に対して/10年)

負債: 資本金、金利・コミッションの
送金・支払いに係る税

(US$ 5 百万以上の投資に対して)

国内外から取得した
資本財(付加価値税) 

資本財輸入関税
(機械及び機器)

すべて、０％



パラグアイの投資優位性

出典：商工省輸出貿易促進局
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パラグアイを
メルコスール向け輸出の

製造拠点に

マキラ(Maquila)制度
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マキラ制度を利用した輸出額



豊富な若年層人口
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豊富な若い人口が強み



クリーンエネルギーの確保と活用
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イタイプダムなど３つの
水力発電所による、 豊富で安価なクリーンエネルギー

周辺国との電気料金比較（出典：REDIEX）



グリーン水素製造への投資
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新規投資案件
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Paracel CECON

Hagiwara Industry



パラグアイの可能性

豊かな森林資源

穀物自給率:２７１％

世界の食糧危機や環境問題＊の解決への貢献
(＊排出権取引等)
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高い食糧自給率



パラグアイの課題

インフラ整備
（道路、公共交通、送配電網）

人材育成
（中間管理職、専門的技術者）

安定的バリューチェーンの確保
（原材料・部品の国内調達・在庫）
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コネクティビティの改善

南米大陸横断回廊：パラグアイとアルゼンチンを経由してブラジルとチリを接続
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交通渋滞の緩和
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アスンシオン－ウパカライ ライトレール事業


